普及指導センター現地活動用情報機器配備業務　委託仕様書

１　委託事業の目的
[bookmark: _Hlk221025898]　普及指導活動にあたっては、職員による農家への栽培・経営指導、連絡方法の改善や経験の浅い職員の指導体制強化により業務効率化を図るため、必要な機能を備えた情報機器の整備が必要となる。県では、普及指導活動の効率的な業務環境整備のため、普及指導センターへの情報機器の配備を実施する。

２　委託業務内容
（１）委託事業名　　普及指導センター現地活動用情報機器配備業務
（２）委託期間　　　契約締結の日から令和１１年３月３１日まで
（３）委託業務内容
①普及指導センター職員が業務に使用する情報機器を配備する。
　●配備先と配備台数
	配備先
	配備先住所
	配備台数

	福岡普及指導センター
	福岡市西区大字飯氏９０２番１
	11台

	北筑前普及指導センター
	福津市西福間４丁目２番１号
	５台

	朝倉普及指導センター
	朝倉市柿原１１１０－２
	８台

	久留米普及指導センター
	久留米市山本町豊田１５０６番地の１９
	15台

	北九州普及指導センター
	北九州市八幡西区則松３丁目７－１
	５台

	飯塚普及指導センター
	飯塚市小正３１９番地の１
	７台

	田川普及指導センター
	田川市大字伊田２７４１番地の５
	５台

	南筑後普及指導センター
	みやま市瀬高町下庄８００番地の７
	13台

	八女普及指導センター
	八女市大島３６０
	12台

	京築普及指導センター
	行橋市中央１丁目２番１号
	９台

	経営技術支援課及び
農業革新支援センター
	福岡市博多区東公園７―７
筑紫野市大字吉木７６７
	１台
９台

	台数合計
	100台


　

●配備する情報機器の仕様
　＜情報機器及び付属品＞
　　・読み取り専用OSやサンドボックス等で構成された多重防御システムを標準搭載する情報機器
　　・充電器を含む
　＜各種ライセンス及びセキュリティ＞
	構成
	数量

	・WEB会議、チャット、AI、文書作成、クラウドストレージが利用可能な統合型業務ソフトウエアライセンス
	

	カテゴリ指定も可能なURLフィルタや情報漏洩対策機能、無害化処理などが可能なセキュリティソリューション
	



　＜通信環境＞
　　・上記情報機器に使用可能なＳＩＭカードを全て端末に内蔵した状態で配備する
　　・提供する通信回線は、ＮＴＴｄｏｃｏｍｏ、ａｕ、ｓｏｆｔｂａｎｋのいずれかの
　　　回線かつ、速度制限がなく、月間２０ギガバイト以上の利用が可能な回線とする
　　・加えて、特定の回線が一時的に大量のデータを利用した場合であっても、通信制限が
　　　発生しない回線とする
　　・インターネットを利用するために必要なプロバイダ契約に必要な額を委託費に含める
　＜その他＞
　　・別紙１「セキュリティ要件等」を満たすこと。また、導入後にぜい弱性に対応できる製品であること。
・契約期間終了後の情報機器の所有権は、県に帰属する必要はないが、情報機器
　　　の付属品について、県は修繕の責務を負わない

②上記（３）委託業務内容①で配備する情報機器について、下記の調整を実施する
　＜配備前の調整＞
　　・端末、ＳＩＭカードなどを全て装着した状態で配備し、配備直後から
　　　配備先で使用できるよう下記の事前調整を実施する
　　　【事前調整内容】
　　　　・アクティベーション（初期設定）スキップ
　　　　・アプリインストール（十数個程度） 
　　・配備する情報機器について、管理者及び利用者向け操作方法についての研修会を行うこと
　　・なお、同研修会については、利用マニュアルの提供に代えることができるものとし、
　　　代替可否については、委託事業者から提出されたマニュアル案を経営技術支援課で
　　　審査した上で判断するものとする
　＜配備中の調整＞
　　・経営技術支援課からの指示を受け、改善要求に応じた修繕等を実施する
　　・上記修繕に係る費用のうち、有料アプリケーションのダウンロード費用は委託費に
　　　含めないが、代替として活用可能なアプリケーションが存在する場合には経営技術
　　　支援課に提案を行う
　　・経営技術支援課が有料アプリケーションのダウンロードを委託事業費以外の予算で実
　　　施する場合には、技術的なサポートを実施する
　　・上記改善要求のうち、農業生産現場での情報機器利用に関する通信環境改善が発生
　　　した場合には、通信環境の改善を実施し、改善に要する費用の一切は委託費に含む
　　・情報機器に故障が発生した場合には、当該情報機器を引き上げたうえで修繕もしくは
　　　代替品を提供し、これに要する費用の一切は委託費に含む
　＜配備後の調整＞
　　・契約期間終了後、配備した情報機器の引き上げが必要となった場合は、経営技術支援課が次期導入した情報機器への引継ぎをサポートした上、速やかに当該情報機器を回収し、引継ぎ・回収に要した費用の一切は委託費に含む
　　＜その他＞
　　・上記の調整を担当する職員を１名以上常設し、契約期間中、相談窓口を開設し、その
　　　連絡先を全ての配備先全てに共有する
　　・相談窓口担当職員を変更する場合には、事前に経営技術支援課に報告を行い、経営技
　　　術支援課の了承を得たうえで、全ての配備先に変更内容を共有する
　　・相談窓口は契約期間中の土日祝日を除く平日に開設し、開設時間は９時から１７時と
　　　する
　　・相談窓口への相談方法はｅ－ｍａｉｌによるものとし、緊急の場合には電話での相談
　　　に応じる

３　業務実施上の条件
（１）業務の執行にあたり、福岡県及び関係機関との連携を密にして遂行すること。
（２）業務の遂行にあたっては、業務遂行に関する知識やノウハウが業務に携わる福岡県に引き継がれるよう努めること。
（３）業務上知り得た個人情報や企業情報について、他人に漏らさないこと又は他の目的に使用しないこと。
（４）業務上の成果品に係る著作権は、特段の事情が無い限りは福岡県に帰属することとし、受託者に著作権が留保される場合であっても、福岡県が業務遂行に必要な限りにおいて、成果品を利用できるよう努めること。
（５）委託料には、業務に係る経費（人件費、旅費、消耗品費、通信運搬費、賃借料、謝金、保険料等）の一切を含む。
（６）新型コロナウィルス感染症再拡大による緊急事態宣言の発動や大規模災害の発生など、委託事業実施に大きな影響を与える事態が発生した場合には、県と委託事業者間で協議を実施し、委託業務内容や委託費用の調整を実施する。
（７）上記（６）における協議の開始や、調整内容の決定は県の判断で実施する。

４　県への報告等
（１）事業計画書
提出時期：契約締結後、速やかに提出するものとする
提出方法：書面または電子データ（メール）で行うものとする。
（２）月間業務活動報告書
提出時期：前月の月間業務活動報告書を提出する。
提出方法：書面または電子データ（メール）で行うものとする。
※月間業務活動報告は、委託契約書に記載のある月次業務完了報告書での報告に代えることを可能とする
（３）年度業務報告書
提出時期：毎年度３月３１日までに当該年度の年間業務報告書を提出するものとする。
提出方法：書面または電子データ（メール）で行うものとする。

注意：様式例及び記載内容については別途指示する。


別紙１：セキュリティ要件等

納品する機器、ソフトウェア及びサービス等（以下「製品」という。）は、同一機種で未使用の機器あるいは工場での再生（リファービッシュ）を行った機器に限定するとともに、開発工程、製造工程等において、①～⑩までの情報セキュリティ要件を満たすこと。

①　開発工程において信頼できる品質保証体制が確立されていること。
②　利用マニュアル・ガイダンスが整備されていること。
③　ぜい弱性検査等のテストの実施が確認できること。
④　製造工程における不正行為の有無について、定期的な監査が行われていること。
⑤　製造者が不正な変更を加えないよう、サプライチェーン全体が適切に管理されていること。
⑥　不正な変更が発見された場合に、発注者と受注者が連携して原因を調査・排除出来る体制を整備していること。
⑦　原則として、「セキュリティ要件適合評価及びラベリング制度（ＪＣ－ＳＴＡＲ） 」、「政府情報システムのためのセキュリティ評価制度（ＩＳＭＡＰ、ＩＳＭＡＰ－ＬＩＵ） 」又は「デジタルマーケットプレイス（ＤＭＰ） 」（以下「政府の評価・登録制度」という。）に登録等がなされている製品（サプライチェーン・リスク対策を含めたセキュリティ対策がなされた製品）であること。政府の評価・登録制度に登録等がなされていない製品等（政府の評価・登録制度の対象とならない製品分野に属する機器等を含む。）を調達する場合は、ISO/IEC15408 に基づく認証を取得する等、第三者による情報セキュリティ機能の客観的な評価を得て適切なサプライチェーン・リスク対策が講じられていると判断できる製品であること。
⑧　製品の製造事業者、ファームウェア・ソフトウェアの供給事業者、クラウドサービス等の役務提供事業者及びそれらの関連企業（以下「製造事業者等」という。）について、当該事業者等の本社等（当該事業者等の総株主等の議決権の過半数を直接又は間接に保有する者の本社等を含む。）やデータセンターの立地する場所の法的環境や外部主体の指示等により、悪意ある機能や不正な変更が機器等に組み込まれる又は当該機器等が取り扱う情報、システムの構成情報、その他製品に関する情報が窃取・破壊される等のリスクがないこと。また、製造事業者等が法令等に基づく義務を負っていない場合であっても、発注者若しくは利用者の許諾なく、情報を収集し、第三者に提供する機能を有する製品でないこと。
⑨　日本国内で検品後、納品とすること。
⑩　発注者から要請があった場合、製品の主要な構成部品リストやソフトウェア構成情報（SBOM：Software Bill of Materials）を速やかに開示できる体制を有していること


